
○

　デジタル技術の活用については、国のデジタル田園都市国家構想推進交付金を活用し、

市町村における行政手続きのデジタル化への支援や、観光客の周遊促進のほか、ワーケー

ションの推進に向けた情報発信に要する経費、スマート農業の普及促進、図書館や美術館

における所蔵品のデジタル化の推進に要する経費などを予算化

※四捨五入のため積上げと計が一致しない箇所がある

うち 震災対応分 43,936 31,856 31,856 72.5

計（総会計） 1,579,781 1,618,278 920 1,619,198 102.5

うち 震災対応分 121 30 30 24.9

公 営 企 業 会 計 45,331 37,235 37,235 82.1

うち 震災対応分 120 96 96 80.3

準 公 営 企 業 会 計 7,247 7,240 7,240 99.9

うち 震災対応分 2,468 3,886 3,886 157.4

特 別 会 計 397,401 431,589 431,589 108.6

101.2

うち 震災対応分 41,227 27,844 27,844 67.5

今回補正額 補正後予算額 B

一 般 会 計 1,129,802 1,142,214 920 1,143,134

令和４年度６月補正予算（第３号）案の概要

Ⅰ　予算編成の考え方

○ 　今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症対策として、救急医療機関等への設備整

備助成に要する経費のほか、幼稚園や保育所等の職員を対象とした抗原検査の実施に要す

る経費や水産業における外国人技能実習生の受入支援などの感染拡大防止対策に要する経

費を予算化

　また、県産品のインターネット販売支援に要する経費や県産水産物の消費回復に向けた

販売促進支援に要する経費を計上するとともに、食品製造事業者への経営改善支援に要す

る経費も予算化

○

Ⅱ　予算規模

（単位：百万円、％）

区　　分
令和３年度

６月現計予算額
 A

令和４年度予算額 対前年度比較
(B/A)×100現計予算額

宮 城 県

令 和 ４ 年 ６ 月
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Ⅲ 事業一覧 
（単位：千円） 

 
１ 新型コロナウイルス感染症対策                          

 

・救急医療機関等設備整備支援費 ２００,０００ 医療政策課 

     救急・周産期・小児医療機関の設備整備等への助成 

 

（新規）・保育所等検査推進費 ５４,１９０ 子育て社会推進課 

     保育所等の職員を対象とした抗原検査の実施 

 

（新規）・私立幼稚園等検査推進費 １３,１６０ 私学・公益法人課 

     私立幼稚園等の職員を対象とした抗原検査の実施 

 

（新規）・公立幼稚園検査推進費 ４,２１０ 義務教育課 

     公立幼稚園の職員を対象とした抗原検査の実施 

 

（拡充）・企業誘致活動費 ９,６２９ （既決:1,902）産業立地推進課 

     企業誘致活動で用いるＰＲ動画の作成等 

 

（拡充）・県産品インターネット販売支援費 ８３,６２５ （既決:225,000）食産業振興課 

     県内事業者による県産品ＥＣ販売促進への支援 

 

（新規）・食品製造業経営力強化支援費 ２４,２３５ 食産業振興課 

     食品製造事業者を対象とした経営改善支援 

 

（拡充）・県産水産物販売促進支援費 ２５,６００ （既決:275,000）水産業振興課 

     県産水産物の消費回復を図るための販売促進支援等 

 

・外国人技能実習生受入等支援費 ６９,７００ 水産業振興課 

     水産業における外国人技能実習生の受入れ及び漁船員の感染拡大防止対策への支援 

 

２ デジタル技術の活用                                           

 

（新規）・行政手続デジタル化推進支援費 ２０,０００ デジタルみやぎ推進課 

     市町村における行政手続きのデジタル化への支援 

 

（新規）・観光交通機能強化費 ４５,３６５ 観光政策課 

     観光地の混雑回避や移動の円滑化、観光客の周遊促進等に向けた取組の推進 

-2-



 

（新規）・ワーケーション情報発信費 ３０,０００ 観光政策課 

     県内ワーケーション情報の一元化等、ワーケーションの推進に向けた情報発信 

 

（新規）・スマート農業技術実装支援費 １７６,７１０ 農業振興課 

     ＲＴＫ基地局整備によるスマート農業の普及促進 

 

（拡充）・議会情報化推進費 ３１,１１９ （既決:6,695）議会事務局 

     議員用パソコンのモバイル化及びペーパーレスシステムの導入 

 

（新規）・認知機能検査デジタル化推進費 １１,２２３ 警察本部 

     臨時認知機能検査のデジタル化に向けたタブレット端末の導入 

 

（新規）・図書館・美術館所蔵品デジタル化推進費 ６８,５５６ 生涯学習課 

     高精細デジタル技術を用いた所蔵品のデジタルコンテンツ化の推進 

 

３ その他                                           

 

（拡充）・麦・大豆生産体制強化支援費 ５３,０００ （既決:73,069）みやぎ米推進課 

     麦・大豆の生産体制強化や生産性向上への支援 
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１　６月補正予算（第３号）と前年度比較 （単位:千円､％）

令 和 ３ 年 度 増      減 比      較

６月現計予算額 現 計 予 算 額 ６月補正額(第３号)

Ａ Ｂ Ｃ （Ｄ－Ａ） （Ｄ／Ａ）

 一  般  会  計 イ 1,129,801,724 1,142,213,886 920,322 13,332,484 101.2 

　う ち　通　 常 　分 1,088,575,136 1,114,370,305 920,322 26,715,491 102.5 

　う ち　震災対応分 41,226,588 27,843,581 △ 13,383,007 67.5 

 特  別  会  計 ロ 397,401,066 431,589,335 34,188,269 108.6 

　う ち　通　 常 　分 394,933,142 427,703,674 32,770,532 108.3

　う ち　震災対応分 2,467,924 3,885,661 1,417,737 157.4 

 合  計（イ＋ロ）ハ 1,527,202,790 1,573,803,221 920,322 47,520,753 103.1 

　う ち　通　 常 　分 1,483,508,278 1,542,073,979 920,322 59,486,023 104.0 

　う ち　震災対応分 43,694,512 31,729,242 △ 11,965,270 72.6 

 純          計 ニ 1,408,646,537 1,455,265,068 920,322 47,538,853 103.4 

　う ち　通　 常 　分 1,365,341,532 1,425,030,257 920,322 60,609,047 104.4 

　う ち　震災対応分 43,305,005 30,234,811 △ 13,070,194 69.8 

 準公 営 企 業 会計 ホ 7,246,860 7,239,750 △ 7,110 99.9 

　う ち　通　 常 　分 7,127,022 7,143,485 16,463 100.2 

　う ち　震災対応分 119,838 96,265 △ 23,573 80.3 

 公 営 企 業 会 計   へ 45,330,856 37,234,966 △ 8,095,890 82.1 

　う ち　通　 常 　分 45,209,613 37,204,811 △ 8,004,802 82.3 

　う ち　震災対応分 121,243 30,155 △ 91,088 24.9 

 総    計（ハ+ホ+ヘ）ト 1,579,780,506 1,618,277,937 920,322 39,417,753 102.5 

　う ち　通　 常 　分 1,535,844,913 1,586,422,275 920,322 51,497,684 103.4 

　う ち　震災対応分 43,935,593 31,855,662 △ 12,079,931 72.5 

 純    計（ニ+ホ+ヘ）チ 1,461,224,253 1,499,739,784 920,322 39,435,853 102.7 

　う ち　通　 常 　分 1,417,678,167 1,469,378,553 920,322 52,620,708 103.7 

　う ち　震災対応分 43,546,086 30,361,231 △ 13,184,855 69.7 

２　６月補正予算（第３号）の財源内訳（総会計） （単位:千円）

令 和 ４ 年 度 ６ 月 補 正 額 計

現 計 予 算 額 （ 第 ３ 号 ）

Ａ Ｂ （Ａ＋Ｂ）

区                分

30,234,811

96,265

30,155

30,361,231

31,855,662

備                              考

1,587,342,597

1,619,198,259

1,470,298,875

1,500,660,106

使用料及び手数料

寄 附 金

1,425,950,579

1,456,185,390

7,143,485

7,239,750

37,204,811

37,234,966

令和４年度　会計別財政規模とその財源

令　　　和　　４　　年　　　度

会 計 区 分

31,729,242

計

（Ｂ＋Ｃ） Ｄ

1,143,134,208

3,885,661

一
般
会
計
＋
特
別
会
計

427,703,674

431,589,335

27,843,581

1,115,290,627

1,542,994,301

1,574,723,543

（ 企 業 会 計 ）

一 般 財 源

計

純 計

276,204,562

1,328,458

64,844,022

21,901,999

1,618,277,937

666,964,889

7,047,492

180,852,267

963,670

162,829,163

235,301,415

40,000

諸 収 入

県 債

繰 越 金

繰 入 金

内 部 留 保 資 金 等

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

分担金及び負担金

1,499,739,784

890,702

29,620

920,322

920,322

666,994,509

1,619,198,259

1,500,660,106

235,301,415

162,829,163

963,670

180,852,267

7,047,492

277,095,264

1,328,458

64,844,022

21,901,999

40,000

　（ ６ 月 補 正 （第３号）分 ）

29,620

　（ 現 計 予 算 分 ）

305,200,000

109,447,000

41,565,000

1,390,000

158,616,667

454,000

60,288

2,791,649

6,949

447,913

10,000

28,109,324

1

4,166,098

14,700,000

666,964,889

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 交 付 税

県 税

計

諸 収 入

県 債

繰 入 金

繰 越 金

財 産 収 入

寄 附 金

国 庫 支 出 金

交通安全対策特別交付金

〔 一 般 財 源 内 訳 〕

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

地 方 特 例 交 付 金
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             （単位:千円､％）

６月現計額 構成比 現計予算額 ６月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

県 税 277,000,000 24.5 305,200,000 305,200,000 26.7 110.2

地 方 消 費 税

清 算 金 105,555,000 9.3 109,447,000 109,447,000 9.6 103.7

地 方 譲 与 税 26,451,000 2.3 41,565,000 41,565,000 3.6 157.1

地方特例交付金 1,397,000 0.1 1,390,000 1,390,000 0.1 99.5

地 方 交 付 税 159,377,500 14.1 158,616,667 158,616,667 13.9 99.5

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 385,000 0.0 454,000 454,000 0.0 117.9

分 担 金 及 び

負 担 金 4,759,168 0.4 4,468,469 4,468,469 0.4 93.9

使 用 料 及 び

手 数 料 13,532,024 1.2 13,294,250 13,294,250 1.2 98.2

国 庫 支 出 金 200,381,377 17.7 219,072,509 890,702 219,963,211 19.2 109.8

財 産 収 入 1,277,038 0.1 1,198,750 1,198,750 0.1 93.9

寄 附 金 15,227 0.0 50,000 50,000 0.0 328.4

繰 入 金 51,224,837 4.5 56,153,192 29,620 56,182,812 4.9 109.7

繰 越 金 1 0.0 1 1 0.0 100.0

諸 収 入 168,555,352 14.9 156,404,748 156,404,748 13.7 92.8

県 債 119,891,200 10.6 74,899,300 74,899,300 6.6 62.5

歳 入 合 計 1,129,801,724 100.0 1,142,213,886 920,322 1,143,134,208 100.0 101.2

※構成比については、四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項       目

令和３年度 令   和　　４　　年   度

令 和 ４ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 
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             （単位:千円､％）

６月現計額 構成比 現計予算額 ６月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

県 税 277,000,000 19.7 305,200,000 305,200,000 21.0 110.2

地 方 消 費 税

清 算 金 105,555,000 7.5 109,447,000 109,447,000 7.5 103.7

地 方 譲 与 税 26,451,000 1.9 41,565,000 41,565,000 2.9 157.1

地方特例交付金 1,397,000 0.1 1,390,000 1,390,000 0.1 99.5

地 方 交 付 税 159,377,500 11.3 158,616,667 158,616,667 10.9 99.5

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 385,000 0.0 454,000 454,000 0.0 117.9

分 担 金 及 び

負 担 金 59,281,212 4.2 60,915,976 60,915,976 4.2 102.8

使 用 料 及 び

手 数 料 13,543,547 1.0 13,305,167 13,305,167 0.9 98.2

国 庫 支 出 金 251,419,030 17.8 274,455,529 890,702 275,346,231 18.9 109.5

財 産 収 入 1,407,807 0.1 1,330,133 1,330,133 0.1 94.5

寄 附 金 15,227 0.0 50,000 50,000 0.0 328.4

繰 入 金 78,594,955 5.6 86,856,442 29,620 86,886,062 6.0 110.5

繰 越 金 494,166 0.0 963,671 963,671 0.1 195.0

諸 収 入 244,215,393 17.3 229,661,920 229,661,920 15.8 94.0

県 債 189,509,700 13.5 171,053,563 171,053,563 11.7 90.3

歳 入 合 計 1,408,646,537 100.0 1,455,265,068 920,322 1,456,185,390 100.0 103.4

※構成比については、四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項       目

令和３年度 令   和　　４　　年   度

令 和 ４ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ＋ 特 別 会 計 ･ 純 計 ） 
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             （単位:千円､％）

６月現計額 構成比 現計予算額 ６月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

県 税 277,000,000 19.0 305,200,000 305,200,000 20.3 110.2

地 方 消 費 税

清 算 金 105,555,000 7.2 109,447,000 109,447,000 7.3 103.7

地 方 譲 与 税 26,451,000 1.8 41,565,000 41,565,000 2.8 157.1

地方特例交付金 1,397,000 0.1 1,390,000 1,390,000 0.1 99.5

地 方 交 付 税 159,377,500 10.9 158,616,667 158,616,667 10.6 99.5

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 385,000 0.0 454,000 454,000 0.0 117.9

分 担 金 及 び

負 担 金 65,624,773 4.5 64,904,310 64,904,310 4.3 98.9

使 用 料 及 び

手 数 料 28,473,663 1.9 24,693,648 24,693,648 1.6 86.7

国 庫 支 出 金 253,315,144 17.3 276,211,511 890,702 277,102,213 18.5 109.4

財 産 収 入 1,883,511 0.1 1,776,371 1,776,371 0.1 94.3

寄 附 金 15,227 0.0 50,000 50,000 0.0 328.4

繰 入 金 82,520,435 5.6 90,423,438 29,620 90,453,058 6.0 109.6

繰 越 金 494,166 0.0 963,671 963,671 0.1 195.0

諸 収 入 254,277,221 17.4 239,467,513 239,467,513 16.0 94.2

県 債 196,693,200 13.5 177,529,163 177,529,163 11.8 90.3

内部留保資金等

（ 企 業 会 計 ） 7,761,413 0.5 7,047,492 7,047,492 0.5 90.8

歳 入 合 計 1,461,224,253 100.0 1,499,739,784 920,322 1,500,660,106 100.0 102.7

※構成比については、四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項       目

令和３年度 令   和　　４　　年   度

令 和 ４ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 総　会　計 ･ 純　計 ） 
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（単位:千円､％）

６月現計額 構成比 現計予算額 ６月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

215,822,496 19.1 213,715,753 213,715,753 18.7 99.0

49,992,589 4.4 62,795,922 468,372 63,264,294 5.5 126.5

8,238,854 0.7 8,405,397 8,405,397 0.7 102.0

47,096,667 4.2 48,203,306 48,203,306 4.2 102.3

155,000,899 13.7 141,217,401 141,217,401 12.4 91.1

9,995,698 0.9 12,133,002 12,133,002 1.1 121.4

179,349 0.0 97,198 97,198 0.0 54.2

389,928,655 34.5 408,262,925 451,950 408,714,875 35.8 104.8

876,255,207 77.6 894,830,904 920,322 895,751,226 78.4 102.2

101,794,739 9.0 103,033,512 103,033,512 9.0 101.2

47,019,727 4.2 45,612,289 45,612,289 4.0 97.0

 公    共 36,258,238 3.2 31,717,759 31,717,759 2.8 87.5

 そ の 他 10,761,489 1.0 13,894,530 13,894,530 1.2 129.1

        単 独 事 業 44,234,055 3.9 47,717,370 47,717,370 4.2 107.9

 公    共 10,037,067 0.9 13,200,756 13,200,756 1.2 131.5

 そ の 他 34,196,988 3.0 34,516,614 34,516,614 3.0 100.9

2,595,106 0.2 2,046,917 2,046,917 0.2 78.9

7,945,851 0.7 7,656,936 7,656,936 0.7 96.4

30,578,997 2.7 23,139,826 23,139,826 2.0 75.7

26,166,894 2.3 15,763,974 15,763,974 1.4 60.2

377,800 0.0 5,207,731 5,207,731 0.5 1,378.4

517,500 517,500 0.0 皆増

4,034,303 0.4 1,650,621 1,650,621 0.1 40.9

132,373,736 11.7 126,173,338 126,173,338 11.0 95.3

107,710,351 9.5 106,741,191 106,741,191 9.3 99.1

12,462,430 1.1 13,468,453 13,468,453 1.2 108.1

1,000,000 0.1 1,000,000 1,000,000 0.1 100.0

1,129,801,724 100.0 1,142,213,886 920,322 1,143,134,208 100.0 101.2

※構成比については、四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

令和３年度 令   和　　４　　年   度

令 和 ４ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 

項             目

 1  人    件    費

 2  物    件    費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶    助    費

単 独 事 業

 5  貸    付    金

 6  積    立    金

 7  出    資    金

 8  補  助  費  等

補 助 事 業

     小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

補 助 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

     小 計（9～11）

12  公    債    費

13  繰    出    金

歳   出   合   計

14  予    備    費
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（単位:千円､％）

６月現計額 構成比 現計予算額 ６月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

215,824,870 15.3 213,718,090 213,718,090 14.7 99.0

50,327,878 3.6 63,188,642 468,372 63,657,014 4.4 126.5

8,238,854 0.6 8,405,397 8,405,397 0.6 102.0

47,096,667 3.3 48,203,306 48,203,306 3.3 102.3

155,565,056 11.0 145,178,743 145,178,743 10.0 93.3

9,997,578 0.7 12,134,883 12,134,883 0.8 121.4

179,349 0.0 97,198 97,198 0.0 54.2

580,268,167 41.2 602,989,335 451,950 603,441,285 41.4 104.0

1,067,498,419 75.8 1,093,915,594 920,322 1,094,835,916 75.2 102.6

101,908,882 7.2 103,134,482 103,134,482 7.1 101.2

47,056,794 3.3 45,636,228 45,636,228 3.1 97.0

 公    共 36,263,698 2.6 31,725,783 31,725,783 2.2 87.5

 そ の 他 10,793,096 0.8 13,910,445 13,910,445 1.0 128.9

        単 独 事 業 44,311,131 3.1 47,794,401 47,794,401 3.3 107.9

 公    共 10,037,067 0.7 13,200,756 13,200,756 0.9 131.5

 そ の 他 34,274,064 2.4 34,593,645 34,593,645 2.4 100.9

2,595,106 0.2 2,046,917 2,046,917 0.1 78.9

7,945,851 0.6 7,656,936 7,656,936 0.5 96.4

30,578,997 2.2 23,148,326 23,148,326 1.6 75.7

26,166,894 1.9 15,763,974 15,763,974 1.1 60.2

377,800 0.0 5,216,231 5,216,231 0.4 1,380.7

517,500 517,500 0.0 皆増

4,034,303 0.3 1,650,621 1,650,621 0.1 40.9

132,487,879 9.4 126,282,808 126,282,808 8.7 95.3

207,107,342 14.7 233,586,999 233,586,999 16.0 112.8

552,897 0.0 479,667 479,667 0.0 86.8

1,000,000 0.1 1,000,000 1,000,000 0.1 100.0

1,408,646,537 100.0 1,455,265,068 920,322 1,456,185,390 100.0 103.4

※構成比については、四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

14  予    備    費

国直轄事業

補 助 事 業

受 託 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

     小 計（9～11）

12  公    債    費

13  繰    出    金

歳   出   合   計

 7  出    資    金

 8  補  助  費  等

     小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

令和３年度 令   和　　４　　年   度

 6  積    立    金

 1  人    件    費

 2  物    件    費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶    助    費

 5  貸    付    金

令 和 ４ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ＋ 特 別 会 計 ・ 純 計 ） 

項             目

10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業
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（単位:千円､％）

６月現計額 構成比 現計予算額 ６月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

216,883,862 15.0 214,741,005 214,741,005 14.5 99.0

57,786,056 4.0 66,925,028 468,372 67,393,400 4.5 116.6

9,786,058 0.7 9,984,322 9,984,322 0.7 102.0

47,096,667 3.3 48,203,306 48,203,306 3.2 102.3

156,263,056 10.8 145,878,743 145,878,743 9.8 93.4

9,997,578 0.7 12,134,883 12,134,883 0.8 121.4

179,349 0.0 97,198 97,198 0.0 54.2

584,113,309 40.4 606,087,620 451,950 606,539,570 40.9 103.8

1,082,105,935 74.9 1,104,052,105 920,322 1,104,972,427 74.4 102.1

112,255,527 7.8 110,812,867 110,812,867 7.5 98.7

50,893,778 3.5 49,225,309 49,225,309 3.3 96.7

 公    共 36,263,698 2.5 31,725,783 31,725,783 2.1 87.5

 そ の 他 14,630,080 1.0 17,499,526 17,499,526 1.2 119.6

        単 独 事 業 50,664,262 3.5 51,489,708 51,489,708 3.5 101.6

 公    共 10,037,067 0.7 13,200,756 13,200,756 0.9 131.5

 そ の 他 40,627,195 2.8 38,288,952 38,288,952 2.6 94.2

2,751,636 0.2 2,440,914 2,440,914 0.2 88.7

7,945,851 0.5 7,656,936 7,656,936 0.5 96.4

30,913,797 2.1 23,372,826 23,372,826 1.6 75.6

26,166,894 1.8 15,763,974 15,763,974 1.1 60.2

712,600 0.0 5,440,731 5,440,731 0.4 763.5

517,500 517,500 0.0 皆増

4,034,303 0.3 1,650,621 1,650,621 0.1 40.9

143,169,324 9.9 134,185,693 134,185,693 9.0 93.7

218,289,021 15.1 243,623,755 243,623,755 16.4 111.6

552,897 0.0 479,667 479,667 0.0 86.8

1,012,300 0.1 1,013,900 1,013,900 0.1 100.2

1,445,129,477 100.0 1,483,355,120 920,322 1,484,275,442 100.0 102.7

16,094,776 16,384,664 16,384,664 101.8

1,461,224,253 1,499,739,784 920,322 1,500,660,106 102.7

※構成比については、四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

 7  出    資    金

 8  補  助  費  等

令和３年度 令   和　　４　　年   度

     小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

補 助 事 業

項             目

 1  人    件    費

 2  物    件    費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶    助    費

 5  貸    付    金

 6  積    立    金

補 助 事 業

単 独 事 業

歳   出   合   計

 14  予    備    費

 15  減価償却費  等

令 和 ４ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 総　会　計 ・ 純　計 ） 

受 託 事 業

国直轄事業

10  災害復旧事業費

総             計

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

補 助 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

     小 計（9～11）

 12  公    債    費

 13  繰    出    金
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（単位:千円､％）

区

６月現計額 構成比 現計予算額 ６月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

分 Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

議 会 費 1,653,938 0.1 1,648,521 31,119 1,679,640 0.1 101.6

総 務 費 50,403,287 4.5 46,466,842 20,000 46,486,842 4.1 92.2

一 民 生 費 143,202,306 12.7 149,863,849 54,190 149,918,039 13.1 104.7

衛 生 費 64,069,346 5.7 108,585,843 200,000 108,785,843 9.5 169.8

労 働 費 3,232,210 0.3 3,325,876 3,325,876 0.3 102.9

般 農 林 水 産 業 費 45,234,436 4.0 45,183,052 325,010 45,508,062 4.0 100.6

商 工 費 246,356,251 21.8 216,733,974 192,854 216,926,828 19.0 88.1

土 木 費 56,955,839 5.0 53,498,988 53,498,988 4.7 93.9

会 警 察 費 53,187,475 4.7 53,238,079 11,223 53,249,302 4.7 100.1

教 育 費 182,483,527 16.2 186,711,164 85,926 186,797,090 16.3 102.4

災 害 復 旧 費 30,317,073 2.7 16,804,180 16,804,180 1.5 55.4

計 公 債 費 108,278,886 9.6 107,245,368 107,245,368 9.4 99.0

諸 支 出 金 143,427,150 12.7 151,908,150 151,908,150 13.3 105.9

予 備 費 1,000,000 0.1 1,000,000 1,000,000 0.1 100.0

計 1,129,801,724 100.0 1,142,213,886 920,322 1,143,134,208 100.0 101.2

そ 特 別 会 計 397,401,066 431,589,335 431,589,335 108.6

の 準公営企業会計 7,246,860 7,239,750 7,239,750 99.9

他 公 営 企 業 会 計 45,330,856 37,234,966 37,234,966 82.1

1,579,780,506 1,618,277,937 920,322 1,619,198,259 102.5

1,461,224,253 1,499,739,784 920,322 1,500,660,106 102.7

※構成比については、四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

令 和 ３ 年 度 令   和　　４　　年   度

令 和 ４ 年 度　歳 出 款 別 一 覧 表

款          別

合              計

純              計
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（単位:千円､％）

区

６月現計額 構成比 現計予算額 ６月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

分 Ａ （ 第 ３ 号 ） Ｂ

総 務 部 197,997,135 17.5 200,224,450 13,160 200,237,610 17.5 101.1

復興･危機管理部 4,228,589 0.4 5,611,759 5,611,759 0.5 132.7

企 画 部 11,107,574 1.0 13,245,443 20,000 13,265,443 1.2 119.4

環 境 生 活 部 10,507,398 0.9 11,226,664 11,226,664 1.0 106.8

保 健 福 祉 部 198,974,488 17.6 249,684,441 254,190 249,938,631 21.9 125.6

経済商工観光部 249,317,991 22.1 219,707,688 84,994 219,792,682 19.2 88.2

農 政 部 47,211,328 4.2 35,507,429 337,570 35,844,999 3.1 75.9

水 産 林 政 部 16,256,650 1.4 17,241,203 95,300 17,336,503 1.5 106.6

土 木 部 69,485,999 6.2 63,371,877 63,371,877 5.5 91.2

議会・出納・各種委 3,388,537 0.3 3,386,717 31,119 3,417,836 0.3 100.9

警 察 本 部 53,160,375 4.7 53,214,879 11,223 53,226,102 4.7 100.1

教 育 庁 158,886,774 14.1 161,545,968 72,766 161,618,734 14.1 101.7

公 債 費 108,278,886 9.6 107,245,368 107,245,368 9.4 99.0

予 備 費 1,000,000 0.1 1,000,000 1,000,000 0.1 100.0

計 1,129,801,724 100.0 1,142,213,886 920,322 1,143,134,208 100.0 101.2

そ 特 別 会 計 397,401,066 431,589,335 431,589,335 108.6

の 準公営企業会計 7,246,860 7,239,750 7,239,750 99.9

他 公 営 企 業 会 計 45,330,856 37,234,966 37,234,966 82.1

1,579,780,506 1,618,277,937 920,322 1,619,198,259 102.5

1,461,224,253 1,499,739,784 920,322 1,500,660,106 102.7

※構成比については、四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

合              計

純              計

一
　
　
　
　
　
般
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
計

令 和 ３ 年 度 令   和　　４　　年   度

令 和 ４ 年 度　歳 出 部 局 別 一 覧 表

部　　局　　別
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第３８４回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧 

Ⅰ 予算議案（１件） 

（１） 議第 113 号議案 宮 城 県 一 般 会 計 補 正 予 算                    令和４年度 
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Ⅱ 予算外議案（１９件） 

１ 条例議案（１０件） 

（１） 議第 114 号議案

（２） 議第 115 号議案

太 陽 光 発 電 施 設 の 設 置 等 に 関 す る 条 例 

○主な内容

１ 設置規制区域の設定

２ 住民への事前説明の義務化

３ 維持管理及び保守点検計画の策定・公表の義務化

４ 罰則規定等の設定 

手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

長期優良住宅維持保全計画の認定等に係る手数料の新設

 太陽光発電事業を行う事業者に対し，太陽光発電施設の設置，

維持管理，廃止等に係る適正な手続きを求めるため，必要な事 

項を定めようとするもの 

施行 令和４年１０月１日 

所管 再生可能エネルギー室 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律の改正に伴い，所要 

の改正を行おうとするもの 

施行 令和４年１０月１日等 

所管 財政課 
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（３） 議第 116 号議案

（４） 議第 117 号議案

宮 城 県 県 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

１ 個人県民税

 住宅ローン控除の期間延長及び控除額等の見直し 

２ 不動産取得税 

 不動産を取得した者が登記申請をした場合，県への申告を不要 

とする規定の追加 

地方活力向上地域における県税の課税免除等に関する条 

例の一部を改正する条例 

○主な内容

事業税及び不動産取得税の課税免除等の適用を受ける対象期間を令

和６年３月３１日（改正前令和４年３月３１日）まで延長 

○適用 令和４年４月１日

地方税法の改正に伴い，所要の改正を行おうとするもの 

施行 令和５年４月１日等 

所管 税務課 

地域再生法第１７条の６の地方公共団体等を定める省令の改 

正に伴い，所要の改正を行おうとするもの 

施行 公布の日 

所管 税務課 
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（５） 議第 118 号議案

（６） 議第 119 号議案

環 境 影 響 評 価 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

１ 事業計画概要書に係る手続きを追加

２ 第２種事業における準備書手続きでの住民意見の提出機会等の

追加 

３ 立入調査等の実施時期の拡充 

民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例 

○主な内容

民生委員の定数の変更

（改正前3,092人 → 改正後3,114人）

 環境影響評価の手続きを見直すため，所要の改正を行おうと 

するもの 

施行 令和４年１０月１日 

所管 環境対策課 

民生委員の定数を改定しようとするもの 

施行 令和４年１２月１日 

所管 社会福祉課 
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（７） 議第 120 号議案

（８） 議第 121 号議案

野 営 場 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

１ 改正の対象となる条例及び施設

(1) 野 営 場 条 例：宮城県御崎野営場

(2) 美 術 館 条 例：宮城県美術館

(3) 歴史博物館条例：東北歴史博物館

２ 改正の内容

スマートフォン等を活用した本人確認を可能とするための規定

の整備 

県 営 住 宅 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

１ 同居親族要件の範囲の拡大

２ 入居者の資格に関する特例の対象の拡大

 障害者が施設の利用料金の減免を希望する際の本人確認の簡 

素化を図るため，所要の改正を行おうとするもの 

施行 公布の日 

所管 観光政策課，生涯学習課，文化財課 

 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則等の改 

正に伴い，所要の改正を行おうとするもの 

施行 公布の日 

所管 住宅課 
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（９） 議第 122 号議案

（10） 議第 123 号議案

特 定 公 共 賃 貸 住 宅条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

同居親族要件の範囲の拡大

災 害 弔 慰 金 等 支 給審 査 会 条 例 を 廃 止 す る 条 例 

 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則の改正 

に伴い，所要の改正を行おうとするもの 

施行 公布の日 

所管 住宅課 

災害弔慰金等支給審査会条例を廃止しようとするもの 

施行 令和４年８月１日 

所管 復興・危機管理総務課 
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２ 条例外議案（９件） 

（１） 議第 124 号議案

（２） 議第 125 号議案

災害弔慰金等支給審査会等の事務の受託の廃止について 

○廃止の理由

市町から受託している災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給事務に

ついて，受託元市町から事務の委託の廃止に関する協議があったため 

公 立 大 学 法 人 宮 城 大 学 の 定 款 変 更 に つ い て

○主な内容

理事長が学長を兼ねる「理事長・学長一体型」から「理事長・学長

分離型」の運営体制に変更するための規定の整備 

市町から受託している災害弔慰金等の支給に係る審査会の設

置運営等の事務の受託を廃止しようとするもの

所管 復興・危機管理総務課

公立大学法人宮城大学の定款変更について，地方独立行政法

人法の定めるところにより，議会の議決を受けようとするもの

  所管 私学・公益法人課

-19-



（３） 議第 126 号議案

（４） 議第 127 号議案

財産の取得について（電子プローブマイクロアナライザ 

一式） 

a 財産の取得について（情報通信機器（タブレット端末等） 

一式） 

○主な内容

１ 取得しようとする財産 情報通信機器（タブレット端末等）

 一式 

２ 取 得 金 額        354,640,000 円 

３ 取 得 の 相 手 方 テクノ・マインド株式会社 

○主な内容

１ 取得しようとする財産 電子プローブマイクロアナライザ

  一式 

２ 取 得 金 額           110,000,000円 

３ 取 得 の 相 手 方 株式会社東栄科学産業 

県立高等学校において使用する情報通信機器（タブレット端

末等）一式を取得することについて，地方自治法の定めるとこ

ろにより，議会の議決を受けようとするもの 

所管 高校教育課 

電子プローブマイクロアナライザ一式を取得することについ

て，地方自治法の定めるところにより，議会の議決を受けよう

とするもの 

所管 新産業振興課 
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（５） 議第 128 号議案

（６） 議第 129 号議案

 

 

工事請負契約の締結について（高砂３号ふ頭３号荷役機 

械設備工事） 

○施工地名 仙台市宮城野区蒲生字町地先

○工事内容 ガントリークレーン製作 Ｎ＝１基

  ガントリークレーン据付 Ｎ＝１基 

 既設ガントリークレーン撤去 Ｎ＝１基 外 

○工  期 議決の日の翌日～令和６年３月２９日 

請 負 金 額 1,640,430,000 円 

契約の相手方 株式会社三井Ｅ＆Ｓマシナリー 

所管 港湾課 

○施工地名 塩竈市北浜地内

○工事内容 施工延長 Ｌ＝197.0m

 地盤改良工 

機械撹拌 Ｎ＝553 本 

構造物撤去工 一式 

 構造物設置工 一式 

 復旧工 一式 

○工 期 議決の日の翌日～令和５年３月２４日 

請 負 金 額 899,800,000円 

契約の相手方 株式会社橋本店 

所管 港湾課 

工事請負契約の締結について（仙台塩釜港塩釜港区防潮 

堤改良工事） 
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（７） 議第 130 号議案

 

（８） 議第 131 号議案

 

工事請負変更契約の締結について（南部地区職業教育拠 

点校（仮称）校舎等新築工事） 

○議 決 日 令和３年３月１９日 議第１１６号議案

○変 更 日 令和４年２月２４日提出 報告第１号

○変更の理由 施工内容の変更等による請負金額の変更

請 負 金 額 1,191,108,600円 → 1,246,115,200円 

契約の相手方 株式会社橋本店

所管 障害福祉課

工事請負変更契約の締結について（宮城県船形の郷居住

棟改築工事） 

○議 決 日 令和２年１２月１６日 議第２４４号議案

○変更の理由 施工内容の変更による請負金額の変更

請 負 金 額 3,959,146,400円 → 4,153,450,400円 

契約の相手方 フジタ・八重樫工務店・松浦組建設工事共 

同企業体 

所管 施設整備課 
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（９） 議第 132 号議案

 

あ 権 利 の 放 棄 に つ い て 

○放棄しようとする債権 4件

○放棄しようとする金額 207,701円を限度とする額

損失補償契約に係る回収納付金を受け取る権利を放棄するこ

とについて，地方自治法の定めるところにより，議会の議決を

受けようとするもの 

所管 商工金融課
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Ⅲ 報告（４件）

（１） 報告第 25 号

（２） 報告第 26 号

令和３年度宮城県歳出予算の繰越使用について 

○令和３年度議決額

ア 一般会計  159,370,280千円（168件） 

イ 特別会計   1,269,900千円（  4件） 

 合 計   160,640,180千円（172件） 

専決処分の報告について（宮城県船形の郷活動棟等改築 

工事の請負契約の変更）  

○議 決 日 令和３年３月１９日 議第１１７号議案

○変 更 日 令和４年２月２４日提出 報告第２号

○変更の理由 施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日 令和４年６月６日

請 負 金 額 715,892,100円 → 737,689,700円 

契約の相手方 奥田建設株式会社 

ア 一 般 会 計 明許繰越 2 a102,748,101千円（168件）

一 般 会 計  事故繰越 22252,613,783千円（ 63件）

計 22155,361,884千円（231件） 

イ 特 別 会 計 明許繰越 227 1,179,540千円（  4件）

事故繰越 22722,111,997千円（  2件） 

計 22721,291,537千円（  6件） 

合計（ア＋イ）   22156,653,421千円（237件） 

ウ 公営企業会計 継続費の逓次繰越 22  598,362千円（  5件）

予 算 繰 越 225,570,657千円（ 62件） 

計   226,169,019千円（ 67件） 
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（３） 報告第 27 号

（４） 報告第 28 号

○事故の状況
１ 件   数 １９件
２ 発   生 令和３年９月～令和４年３月
３ 損 害 内 容 人身事故，車両事故
４ 損害賠償額 3,846,089円

５ 専決処分日 令和４年５月３１日～令和４年６月１日

交通事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について，それ

ぞれ専決処分したので報告するもの 

専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額の決定） 

 和解及び損害賠償の額の決定について，それぞれ専決処分し

たので報告するもの

○事故の状況
１ 件   数 ３件
２ 発   生 令和３年１１月～令和４年３月
３ 損 害 原 因 職務執行上の過失による事故等
４ 損害賠償額 24,723円

５ 専決処分日 令和４年５月３１日～令和４年６月１日

専決処分の報告について（交通事故に係る和解及び損害 

賠償の額の決定） 
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